
代表取締役社長の本間です。本日はお忙しいところ、決算説明
会にご参加いただきまして、誠にありがとうございます。

今回もオンライン形式で実施させていただきます。

1ページをご覧ください。



こちらが、本日のアジェンダです。

さっそくですが第２四半期実績をご説明させていただきます。

3ページをご覧ください。
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こちらは第２四半期実績の概要です。

ご覧のとおり、第１四半期に引き続き好調な決算となりました。

受注高は、国内における順調な案件獲得に加え、海外事業の規模拡
大及び為替影響による増加となっています。

売上高については、全てのセグメントにおける規模拡大に加え、為
替影響により増収となっています。

営業利益は、増収、および海外における事業構造改革の効果等によ
り増益となっています。

まだ上半期が終了した段階ではございますが、このような好調な決
算を踏まえ、通期業績予想につきましては達成する見通しです。

それでは、各項目につきまして、増減の内容をセグメント毎に説明
します。

４ページをご覧ください。



まず受注高の状況です。

公共・社会基盤は、中央府省向け更改案件及び新規案件の獲得等に
より大幅な増加となりました。

金融は、前期に獲得した銀行向け大型案件の反動減により大幅な減
少となっておりますが、こちらは通期業績予想に織り込み済みであ
り、想定通りです。

法人・ソリューションは、製造業向け案件の獲得等により増加とな
りました。

北米は、法人向け大型案件獲得及び為替影響等により増加となりま
した。

EMEA・中南米は、スペインを中心とした欧州での案件獲得及び為
替影響等により大幅な増加となりました。

5ページをご覧ください。



次に、売上高の状況です。

公共・社会基盤は、テレコム及び中央府省向けの規模拡大等によ
り増収となりました。

金融は、銀行向けの規模拡大等により増収となりました。

法人・ソリューションは、製造業、流通・サービス業向けの規模
拡大等により、増収となりました。

北米は、今期に計画していたとおり、一部事業の売却を実施した
ことによる減収はあるものの、ヘルスケア向けサービスの規模拡
大や、為替影響等により増収となりました。

EMEA・中南米は、スペインを中心とした欧州での規模拡大及び
為替影響等により増収となりました。

6ページをご覧ください。



次に、営業利益の状況です。

公共・社会基盤及び金融は、増収により増益となりました。

法人・ソリューションは、増収に加え、コロナ影響の縮小等によ
る収益性の改善により、増益となりました。

北米は、増収に加え、事業構造改革の効果及び費用減等により増
益となりました。

EMEA・中南米につきましても、増収に加え、稼働率の改善を含
む事業構造改革の効果等により増益となりました。

以上のように、上期は非常に好調な決算となっており、通期の業
績予想についても達成する見通しです。

ただし、その上振れ幅については、今後の景気動向や不採算案件
のコントロール状況等を注視しながら、さらに現在検討中の、将
来の成長に向けたいくつかの重要施策への投資を判断した上で、
見極めていきたいと考えています。

続きまして、上期の主な取り組みにつきましてご説明いたします。
12ページをご覧ください。
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まず、国内の主な取り組みについてご説明いたします。

14ページをご覧ください。
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こちらは、災害対策業務をトータルで支援するデジタル防災プラッ
トフォームの事例です。

本プラットフォームでは、当社がこれまで取り組んできたデジタル
技術を活用したソリューションを複数活用しており、デジタル領域
における当社の強みを生かして災害対策の迅速化・二次災害の防止
に貢献してまいります。

15ページをご覧ください。



フィンテック企業や自治体などと金融機関をつなぐオープンなプ
ラットフォームである、オープンAPIの市場を開設いたしました。

金融機関等と行政機関の相互接続など、業界の垣根を越えたデジタ
ル化を推進してまいります。

16ページをご覧ください。



こちらは、旭化成様におけるデジタル経営基盤構築の事例です。

国内外の拠点の営業情報を一元化し、意思決定につながる情報の可
視化を可能としました。

続きまして、海外の主な取り組みについてご説明いたします。

18ページをご覧ください。
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海外事業の収益性改善につきましては、重要な経営課題と位置づけ、
着実に取り組んでいます。

ご覧のとおり、今年度の上期では、北米における一部事業の売却を
完了するとともに、EMEA・中南米における事業会社統合を計画通
りに進めており、各地域におけるデジタル関連ビジネスは拡大して
います。

この後のスライドでより詳細にご説明いたします。

19ページをご覧ください。



こちらは、北米の一部事業売却の状況です。

スタッフィング事業等、当社にとってノンコアの非デジタル事業に
ついて売却を完了しています。なお、一部事業売却による減収影響
につきましては、業績予想に織り込み済みです。

20ページをご覧ください。



こちらは、EMEA・中南米のブランド統一及び事業会社統合の状況
です。

欧州地域のブランドを「NTT DATAブランド」に統合を完了すると
ともに、9月に設立した「NTT DATA EMEAL」のもとで、everis、
NTT DATA EMEAの統合を進めています。

今後は、統合したブランド、会社のもと、One NTT DATAとして
お客さまにとって最適な、より価値の高いサービスを提供していき
ます。

次に、海外におけるデジタル関連案件の事例をご紹介いたします。

21ページをご覧ください。



こちらは、北米のデジタル＆コンサルティング案件の事例です。

大手サービス企業から、 ITアウトソーシングのデジタルパート
ナーとして、大規模案件を獲得しています。

本案件は、第１四半期にも、計上時期ずれとしてご説明をいたしま
したが、第２四半期において着実に受注獲得ができています。

22ページをご覧ください。



こちらは、北米のINDYCARへのスマートソリューションの提供事
例です。

人気スポーツにおけるファン体験の向上に、当社のスマートソ
リューションを活用頂くことで、当社のマーケットプレゼンスの拡
大にも繋がると考えています。

23ページをご覧ください。



こちらは、EMEA・中南米におけるデジタル案件の事例です。

スペインの鉄道会社から、MaaSのプラットフォーム構築について、
要件定義から運用までの5年間の契約を受注しています。

最後に、国内外共通のグリーンに関する取り組みをご紹介いたしま
す。

24ページをご覧ください。



カーボンニュートラルへの社会的要請の高まりを受けて、「グリー
ンイノベーション推進室」を新設いたしました。同推進室は、自社
サプライチェーンのCO2排出量の可視化と削減、およびグローバル
スタンダードなソリューションの提供による社会全体のグリーン化
の推進を担ってまいります。

以降は、セグメント毎のトピックや数値情報等を記載していますの
で、ご説明は省略いたします。
私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。ありがとう
ございました。
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